
 様式２ 

推薦調書（実装部門） 

表彰区分 市（指定都市・中核市・施行時特例市等を除く） 推薦都道府県 新潟県 

地方公共団体名 燕市 

取組名称 
燕版共用受発注システム「SFTC（Smart Factory Tsubame Cloud）」構築 

・導入促進事業 

連携自治体、企

業、団体等 

燕市 IoT 推進ラボ（燕市、ユーザー企業〔市内中小企業〕、IT ベンダー企

業、燕商工会議所、吉田商工会、分水商工会、燕三条地場産業振興センタ

ー、第四北越銀行、協栄信用組合、新潟大学、長岡技術科学大学、新潟工科

大学） 

デジタルを活用

した取組の概要

（デジタルを活

用した取組の全

体概要と解決す

る個別課題の具

体的内容） 

（種類） ①  
（左記が①の場合

の分野） 
中小企業 

【デジタルを活用した取組の全体概要】 

・産学官金連携によるコンソーシアム「燕市 IoT 推進ラボ」は、受発注情報

や製造進捗状況、設備稼働状況等を取引企業間で共有するクラウドサービス

「SFTC」を３年間かけて構築し、令和４年度から本稼働を開始した。企業間

でリアルタイムに必要な情報を共有できる本システムの活用により、燕産地

全体の生産性向上が期待され、今後、地元企業への導入拡大を進めていく。 

【実施に至る経緯・動機】 

・燕市には、金属加工を中心とした製造業を営む中小企業が約 1,700 社集積

しており、複数の企業が協力しながら１つの製品を作り上げるサプライチェ

ーンを形成している。この分業によるものづくりは、変化に強く、各社の技

術を特殊化・高度化できる一方、受発注内容や出荷状況、請求書などの様々

な取引情報のやり取りが発生する。また製造工程の進捗状況や他社の設備稼

働状況の把握も難しく、生産性向上のボトルネックとなっていた。これらの

課題を解決するには企業単体では限界があることから、産学官金が連携して

「燕市 IoT 推進ラボ」を設立し、本システムの構築、DX による課題解決を目

指すこととなった。 

【解決した課題の具体的内容】 

・燕市の企業は、一部の先進企業を除き、バックオフィスのデジタル化が遅

れている傾向にある。これまで１つの製品を作る際、見積や受発注、出荷や

請求など、業務プロセス毎に帳票を作成し、FAX や電話等のアナログな方法

でやり取りすることが慣習となっていた。従業員は帳票作成に膨大な労力を

費やすほか、作成した帳票は紙に出力して保管しており、問合せがあれば探

すといった現状であった。本システムを活用することにより、取引に必要な

情報はすべてクラウド上でデータ管理され、企業間でリアルタイムに情報共

有できるため、帳票作成、管理、問合せの時間を削減できるほか、誤入力や

それに付随する確認業務を減らすことも可能である。また、注文状況・製造

状況の見える化による業務の無駄・ムラを防ぐとともに、データ蓄積が可能

となったことで、容易にデータ検索可能なほか、需要予測や生産計画策定に

も活用することができる。 



デジタルを活用

した取組による

成果（成果がわ

かるデータ・数

値） 

【取組のアウトプット】 

・導入済企業数   ５社（製造業）※応募時点 

・導入準備企業数 ２６社（製造業、卸売業ほか）※応募時点 

【取組のアウトカム】 

・実証段階における参加企業の対象業務時間の平均短縮割合 約７０％ 

・併せて、属人化していた事務作業の進め方や様式が社内で統一されること

によるミス削減や、ペーパーレス化による効率化、コスト削減効果を実感し

ているなどの声を聞いている。本稼働後も引き続き効果検証を行っていく。 

・システムの導入により、導入企業の生産性向上が図られるとともに、導入

企業が増えるほどシステム全体の運用コストが下がるなど、後続企業の導入

メリットが増大し、好循環が生まれることが見込まれる。 

本取組の特徴的

な点やデジタル

の活用において

工夫した点 

・本システムは産学官金の連携により実現しており、システム構築にあたっ

ては、燕市 IoT 推進ラボ会員企業の実際の取引情報を用いた実証実験によ

り、生の声を拾い上げながら機能検討を行った。 

・システム導入に必要なものは、インターネットへの接続環境とシステムを

運用するための PC・タブレット等のデバイス、アカウントに設定するメール

アドレスのみで、テレワークにも対応可能である。 

・本システムの運用経費については、ユーザー企業からの利用料金で賄って

おり、事業の自走を実現している。利用料金は利用内容や企業規模に合わせ

た段階的な設定とすることで、企業負担を最小限に抑える工夫をしている。

＜月額利用料金＞受発注機能：３万円、発注機能のみ：２万円、受注機能の

み：１万円、受注機能のみで従業員 10 人以下：５千円。 

・本システムは、中小企業共通 EDI の標準仕様に基づいた取引項目を管理し

ており、取引項目のマッピング機能により、企業毎に異なる取引情報のやり

取りにも対応できる。また、各企業は出力項目を選んでデータ出力（csv、

json）可能。各企業の基幹システムへスムーズに連携できるようにした。 

・本システムでやり取りされる情報は、直接関わりのある企業間にのみ共有

される仕組みであり、関わりのない企業に情報が公開されることはない。 

今後の展望 

・随時ユーザー企業の要望を踏まえシステム改善を行うほか、取引データ蓄

積後は、AI による需要予測や生産計画策定に役立つ機能拡張等を行う予定。 

・「燕市 IoT 推進ラボ」は令和４年度中に「燕市 DX 推進ラボ」へ移行予定。 

・市は、本システム導入に伴い発生する移行経費の一部を補助するととも

に、産業支援団体や金融機関と連携し、導入企業を増やしていく。 



 

「燕版共用受発注システム」概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


